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Ｇ
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ｉ
ｓ
ｔ
ｒ
ｉ
ｃ
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Ｈ
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〇
法
務
省
告
示
第
一
号

指
定
公
証
人
の
行
う
電
磁
的
記
録
に
関
す
る
事
務
に
関

す
る
省
令
（
平
成
十
三
年
法
務
省
令
第
二
十
四
号
）
第
九

条
第
一
項
及
び
第
二
項
（
同
令
第
十
三
条
第
二
項
に
お
い

て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）の
規
定
に
基
づ
き
、
法
務
大

臣
が
指
定
す
る
電
子
署
名
の
方
式
等
に
関
す
る
件
（
平
成

十
九
年
法
務
省
告
示
第
百
二
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に

改
正
す
る
。

こ
の
改
正
は
、
平
成
二
十
五
年
一
月
八
日
か
ら
効
力
を

生
ず
る
。

平
成
二
十
五
年
一
月
四
日

法
務
大
臣

谷
垣

禎
一

１
中
_
を
削
り
、
`
を
_
と
し
、
a
を
`
と
す
る
。

〇
法
務
省
告
示
第
二
号

土
地
家
屋
調
査
士
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
二
百
二

十
八
号
）
第
三
条
第
一
項
第
七
号
の
規
定
に
基
づ
き
、
同

号
の
団
体
と
し
て
次
の
団
体
を
指
定
す
る
。

平
成
二
十
五
年
一
月
四
日

法
務
大
臣

谷
垣

禎
一

〇
法
務
省
告
示
第
三
号

出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法
別
表
第
一
の
二
の
表
の

技
能
実
習
の
項
の
下
欄
に
規
定
す
る
事
業
上
の
関
係
を
有

す
る
外
国
の
公
私
の
機
関
を
定
め
る
省
令
（
平
成
二
十
一

年
法
務
省
令
第
五
十
二
号
）
第
二
号
の
規
定
に
基
づ
き
、

平
成
二
十
二
年
五
月
二
十
八
日
法
務
省
告
示
第
二
百
九
十

八
号
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

平
成
二
十
五
年
一
月
四
日

法
務
大
臣

谷
垣

禎
一

〔
告

示
〕

〇
法
務
大
臣
が
指
定
す
る
電
子
署
名
の
方
式

等
に
関
す
る
件
の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
法
務
一
）

J

〇
土
地
家
屋
調
査
士
法
第
三
条
第
一
項
第
七

号
の
規
定
に
よ
る
団
体
の
指
定
に
関
す
る

件
（
同
二
）

〇
出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法
別
表
第
一

の
二
の
表
の
技
能
実
習
の
項
の
下
欄
に
規

定
す
る
事
業
上
の
関
係
を
有
す
る
外
国
の

公
私
の
機
関
を
定
め
る
省
令
第
二
号
の
規

定
に
基
づ
き
、
技
能
実
習
生
を
雇
用
契
約

に
基
づ
い
て
受
け
入
れ
る
本
邦
の
公
私
の

機
関
と
事
業
上
の
関
係
を
有
す
る
外
国
の

公
私
の
機
関
を
定
め
る
件
の
一
部
を
改
正

す
る
件
（
同
三
）

〇
バ
ン
グ
ラ
デ
シ
ュ
人
民
共
和
国
政
府
に
対

す
る
贈
与
に
関
す
る
日
本
国
政
府
と
バ
ン

グ
ラ
デ
シ
ュ
人
民
共
和
国
政
府
と
の
間
の

書
簡
の
交
換
に
関
す
る
件
（
外
務
一
）

K

〇
カ
ラ
チ
小
児
病
院
改
善
計
画
の
た
め
の
贈

与
に
関
す
る
日
本
国
政
府
と
パ
キ
ス
タ

ン
・
イ
ス
ラ
ム
共
和
国
政
府
と
の
間
の
書

簡
の
交
換
に
関
す
る
件
（
同
二
）

〇
砂
防
法
第
二
条
の
土
地
の
指
定
を
解
除
す

る
件
（
同
六
）

Q

〔
国
会
事
項
〕

Q

〔
人
事
異
動
〕

防
衛
省

会
計
検
査
院

R

〔
叙
位
・
叙
勲
〕

J
I

〔
皇
室
事
項
〕

J
J

〔
官
庁
報
告
〕

法

務

公
証
人
任
免
（
法
務
省
）

J
J

〔
資

料
〕

閣
議
決
定
等
事
項

J
J

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁有

権
者
申
出
方
、
司
法
書
士
懲
戒
処
分
、

猪
名
川
土
地
改
良
区
連
合
役
員
の
退
任
及

び
就
任
関
係

J
J

裁
判
所

相
続
、
公
示
催
告
、
失
踪
、
除
権
決
定
、

破
産
、
免
責
、
特
別
清
算
、
再
生
関
係

地
方
公
共
団
体

教
育
職
員
免
許
状
失
効
関
係

L
K

会
社
そ
の
他

〇
中
波
ラ
ジ
オ
放
送
網
改
修
計
画
の
た
め
の

贈
与
に
関
す
る
日
本
国
政
府
と
パ
キ
ス
タ

ン
・
イ
ス
ラ
ム
共
和
国
政
府
と
の
間
の
書

簡
の
交
換
に
関
す
る
件
（
同
三
）

K

〇
分
離
適
格
振
替
国
債
の
元
利
分
離
等
の
申

請
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
者
を
定
め
る
件

の
一
部
を
改
正
す
る
件
（
財
務
一
）

〇
特
定
先
端
大
型
研
究
施
設
の
共
用
の
促
進

に
関
す
る
法
律
第
十
一
条
第
三
項
に
基
づ

く
登
録
施
設
利
用
促
進
機
関
が
利
用
促
進

業
務
を
行
う
事
務
所
の
名
称
及
び
所
在
地

の
変
更
の
届
出
が
あ
っ
た
件

（
文
部
科
学
一
）

〇
種
苗
法
第
十
三
条
第
二
項
の
規
定
に
基
づ

き
品
種
登
録
出
願
を
取
り
下
げ
た
件

（
農
林
水
産
一
）

〇
保
安
林
の
指
定
施
業
要
件
を
変
更
す
る
件

（
同
二
〜
二
八
）

〇
海
洋
汚
染
等
及
び
海
上
災
害
の
防
止
に
関

す
る
法
律
に
基
づ
く
型
式
承
認
等
を
し
た

件
（
国
土
交
通
一
）

O

〇
船
舶
安
全
法
に
基
づ
く
型
式
承
認
等
を
し

た
件
（
同
二
、
三
）

P

〇
砂
防
法
第
二
条
の
土
地
を
指
定
す
る
件

（
同
四
、
五
）
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